
令和６年 12 月 27 日 

住宅局住宅経済・法制課 

住 宅 生 産 課 

 

住宅ローン減税の子育て世帯等に対する借入限度額の上乗せ

措置等を令和７年も引き続き実施します！ 

～令和７年度税制改正における住宅関係税制のご案内～ 

本日閣議決定された令和７年度税制改正の大綱において、住宅ローン
減税の子育て世帯等に対する借入限度額の上乗せ措置を令和７年も引
き続き実施することなどが盛り込まれました。 

税制改正の概要（詳細は別紙をご覧ください） 

 ※今回の措置は、今後の国会で関連税制法が成立することが前提となります。 

（１）住宅ローン減税：以下のとおり、令和６年と同様の措置を引き続き実施。 

○ 借入限度額について、子育て世帯・若者夫婦世帯※が令和７年に新築住宅等に

入居する場合には、令和４・５年入居の場合の水準〔認定住宅：5,000万円、ZEH

水準省エネ住宅：4,500万円、省エネ基準適合住宅：4,000万円〕を維持する。 

※①年齢19歳未満の扶養親族を有する者 

②年齢40歳未満であって配偶者を有する者又は年齢40歳以上であって年齢40歳未満

の配偶者を有する者 

が、住宅ローン減税の適用を受ける場合（①又は②に該当するか否かについては、 

入居した年の12月31日時点の現況による）が対象となります。 

○ 新築住宅の床面積要件を40㎡以上に緩和する措置（合計所得金額1,000万円以

下の年分に限る。）について、建築確認の期限を令和７年12月31日（改正前：令

和６年12月31日）に延長する。 

（２）既存住宅の子育て対応リフォームに係る所得税の特例措置 

○ 令和６年度税制改正において創設された子育て対応リフォーム税制について、

令和７年も引き続き実施する。 

 

 

その他の住宅税制に係る令和７年度税制改正要望の結果については、別紙 P3 をご

参照ください。 

（問い合わせ先） 

  （１）について 国土交通省住宅局住宅経済・法制課  

  （２）について 国土交通省住宅局住宅生産課  

電話：03-5253-8111（代表） 



子育て世帯等の住宅取得環境が厳しさを増していること等を踏まえ、既存住宅の子育て対応リフォームに係る所得税の特例措置
について、令和７年も引き続き実施する。

施策の背景

要望の結果

特例措置の内容

結 果

子育て世帯・若者夫婦世帯※１が、子育てに対応した住宅へのリフォーム※２を行う場合に、標準的な工事費用相当額の10%等※３

を所得税から控除。
※１：「19歳未満の子を有する世帯」又は「夫婦のいずれかが40歳未満の世帯」
※２：①住宅内における子どもの事故を防止するための工事、②対面式キッチンへの交換工事、③開口部の防犯性を高める工事、④収納設備を増設する工事、

⑤開口部・界壁・界床の防音性を高める工事、⑥間取り変更工事（一定のものに限る。）
※３：対象工事の限度額は250万円（最大控除額は25万円）。

対象工事の限度額超過分及びその他増改築等工事についても一定の範囲まで５％の税額控除。

現行の措置を１年間（令和７年１月１日～12月31日）延長する。

子育てに対応した住宅への主なリフォームイメージ

転落防止の手すりの設置 対面式キッチンへの交換
防犯対策が講じられた
玄関ドアへの取り替え

収納設備の増設 防音性の高い床への交換 可動式間仕切り壁の設置
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既存住宅の子育て対応リフォームに係る特例措置の延長（所得税）

○令和６年度税制改正大綱（令和５年12月14日 自由民主党・公明党）
（１）子育て支援に関する政策税制

…以下の①から③について、「６．扶養控除等の見直し」と併せて行う子育て支援税制として、令和
７年度税制改正において以下の方向性で検討し、結論を得る。ただし、①及び②については、現下の

 急激な住宅価格の上昇等の状況を踏まえ、令和６年限りの措置として先行的に対応する。
① 子育て世帯等に対する住宅ローン控除の拡充 （略）
② 子育て世帯等に対する住宅リフォーム税制の拡充

既存住宅のリフォームに係る特例措置について、子育て世代の居住環境の改善の観点から、
子育て世帯及び若者夫婦世帯が行う一定の子育て対応改修工事を対象に加える。

○こども大綱（令和５年12月22日閣議決定）
子育てにやさしい住まいの拡充を目指し、住宅支援を強化
する。

○こども未来戦略（令和５年12月22日閣議決定）
子育て支援の現場からも子育て世代の居住環境の改善を
求める声があることから、子育てにやさしい住まいの拡充を
目指し、住宅支援を強化する。
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